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研究要旨 

本研究は、産後うつやボンディング障害、乳児期における虐待のリスクが高い妊産婦を社会的ハイリスク妊産婦と

定義し、産科の妊婦健診時において社会的ハイリスク妊産婦を予測するために有用な尺度を開発することである。 

本調査は、大阪府(N=2,393)、宮城県(N=2,040)、香川県(N=414)、大分県(N=3,061)において協力の得られた産科 

医療機関を対象に前向き調査を実施した(N=7,908)｡まず、妊婦健診時において、これまでの文献から社会的ハイ   

リスク妊産婦を予測しうると考えられる母体年齢、妊娠が分かった時の気持ち、精神疾患の既往、発達障害傾向、経済

状況、生活環境の安定性、社会的サポート、被虐歴、夫婦（パートナー）関係、婚姻状況、学歴を調査した。そして 

出産時に妊婦健診の受診回数を調査した。そして産後１か月健診において、産後うつを EPDS（産後うつエジンバラ

尺度）により、ボンディング障害についてボンディング尺度により、乳児虐待を揺さぶりと口塞ぎの有無により評価

し、これらのうちどれか一つでも該当する場合に社会的ハイリスク妊産婦とした。そして、各項目と社会的ハイ   

リスク妊産婦との関連を多重ロジスティック回帰分析によって解析した。 

さらに妊娠出産情報アプリ Baby プラス(管理・運営：株式会社ハーゼスト)に登録している妊婦のうちアンケート

への任意の回答者にも同様の調査を行なった。 

追跡可能であったのは大阪府(N=1,877) ､宮城県(N=1,067)､香川県(N=190)､大分県(N=2,638)で、全体で 5,772 名

（追跡率：73.0%）であった。産後うつは 471 名(8.2%)、ボンディング障害は 428 名(7.4%)で、いずれかを有する   

社会的ハイリスク妊産婦は744名(12.9%)であった。多変量ロジスティック回帰分析の結果、妊娠がわかった時の気持

ち、精神疾患の既往、発達障害傾向、経済状況、生活環境の安定性、社会的サポート、被虐歴、夫婦（パートナー） 

関係で有意な関連が認められた。母体年齢、婚姻状況、学歴、妊婦健診の回数は関連がなかった。Baby プラス産前  

アンケートの解答者：11,287 人、産後アンケートの回答者(令和 3 年 2 月 15 日時点)：580 人(同時点で出産後の人数

1,772人:(アンケート回収率33%)データ不備19人除き、561人で検討した。その結果、概ね産科医療機関での結果と

同様であったが、母体年齢において「24歳以下」がリスク因子であった。 

この2つの調査研究から、母体年齢、妊娠が分かった時の気持ち、精神疾患の既往、発達障害傾向、経済状況、生活

環境の安定性、社会的サポート、被虐歴、夫婦（パートナー）関係による暫定的な SLIM 尺度を活用することで、   

妊娠初期から社会的ハイリスク妊産婦を把握できることが示唆された。 
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Ａ．研究目的 

妊娠期からの支援を必要とする事例を早期に的確に

把握し関わる体制において、産婦人科医療機関は中心

的な役割を担っており、妊婦への各種相談や支援は従

来から産婦人科医療機関では行われてきていたが、妊

婦への積極的な周知や行政等関係各機関とのスムー

ズな連携のために、近年システム化の重要性が言われ

てきた。 

 

大阪府では地域保健や福祉の担当部署により「支援を

要する妊婦のスクリーニングのためのアセスメント

シートが作成された。このアセスメントシートは、社

会的ハイリスク妊産婦を把握して関係各機関との連

携を行うために主に行政で使用されているが、そのア

セスメント項目は経験則から選択されたものであり、

これらの項目が社会的ハイリスク妊産婦を把握する

ためにどの程度有効であるのかの実証は行われてい

ない。そして全国的な標準化が望まれている。 

 

平成 27 年より厚生労働科学研究「妊婦健康診査およ

び妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果

的な保健指導のあり方に関する研究（以下「光田班研

究」）」では、社会的ハイリスク妊産婦から出生した児

の乳幼児健診時における状況、および社会的ハイリス

ク妊産婦の持つリスク因子を調査し、1. 医療従事者の

感覚によって拾い上げられた社会的ハイリスク妊産

婦とコントロール群（＝ハイリスク以外の全症例）で

は要保護児童対策協議会対象者（以下「要対協ケース」）

の割合は明らかに異なること、2. 要対協ケースにつな

がるハイリスク者は8割方把握されていること、3. 一

方コントロール群の中にも要対協ケースが少数なが

ら存在すること などが明らかになった。しかしアセ

スメント項目が多岐にわたるため、臨床現場でさらに

簡便な形態のアセスメント方法が望まれる。 

 

そこで、本研究は、産後うつやボンディング障害、乳

児期における虐待のリスクが高い妊産婦を社会的ハ

イリスク妊産婦と定義し、産科の初診時において社会

的ハイリスク妊産婦を予測するために有用な尺度を

開発することである。 

 

本研究で、社会的ハイリスク妊産婦を予測するために

使用した尺度を次の表に示す。 

 

項目 回答選択肢 

1）年齢はいくつですか？ 0点：25歳以上 

1点：20〜24歳 

2点：19歳以下 

2）今回の妊娠がわかったとき、

どんな気持ちでしたか？ 

0点：嬉しかった 

1点：予想外だが嬉しかっ

た 

2点：予想外で戸惑った、

困った、なんとも思わな

い 

3）精神疾患の既往があります

か？* 

0点：ない 

1点：以前にあった 

2点：現在、通院している 

4）対人関係でうまくいかなくな

ってトラブルになることはあり

ますか？ 

0点：ほとんどない 

1点：ときどきある 

2点：よくある 

5）経済的なゆとりはあります

か？ 

0点：ある 

1点：あまりない 

2点：ほとんどない 

6）生活の場所は一定しています

か？ 

0点：はい 

1点：ときどき変わる 

2点：よく変わる 

7）本当に困ったときに相談でき

る人はいますか？ 

0点：何人かいる 

1点：一人いる 

2点：一人もいない 

8）自分の親との関係に満足して

いますか？ 

0点：満足している 

1点：あまり満足していな

い 

2点：まったく満足してい

ない 

9）パートナーとよくケンカしま

すか？ 

0点：しない 

1点：ときどきする 

2点：よくする 

10）パートナーとの婚姻状況を

教えてください。 

0点：既婚 

1点：結婚予定 

2点：未婚、再婚（連れ子

あり） 

11）あなたの学歴を教えてくだ

さい。 

0点：高校卒業以上 

1点：高校中退 

2点：中学卒業 

12）妊婦検診は毎回受けていま

したか？ 

0点：毎回受けた 

1点：4回以上受けたが、

受けなった時もある 

2点：全く受けなかった、

もしくは 1〜3 回しか受

けなかった 

 

Ｂ．研究方法  

本調査は、２つのフィールドで実施した。 

１） 産科医療機関調査 

・対象者 

4府県（大阪・宮城・香川・大分）において協力が



37 

 

得られた産科医療機関で生児を分娩する（した） 

妊婦全症例を対象とした。 

・症例登録期間 

研究実施許可後、平成31年4月から令和2年3月

31日までとした。 

 

・方法 

1.妊娠中および分娩後入院中に簡便な「社会的ハイ 

リスクアセスメント改定版」（自己記入式質問票）

を用いてアセスメント（妊婦健診時 11 項目・  

出産時12項目）を行う 

2.産科医療機関での産後１か月健診時に、母親の健

康・育児状況・児の健康状態・虐待傾向把握のた

めのアンケート調査を行う 

 

・研究デザインと評価項目 

妊娠中の社会的ハイリスク因子や医学的情報を 

原因変数、産後うつやボンディング障害を目的変と

して多変量解析を行い、産後うつまたはボンディン

グ障害の疑いがある社会的ハイリスク妊産婦を予

測する社会的ハイリスクスコアを算出する。 

 

大阪府 (N=2,393)、宮城県 (N=2,040)、香川県

(N=414)、大分県(N=3,061)において協力の得られ

た産科機関を対象に前向き調査を実施した

(N=7,908)。まず、初診時において、社会的ハイリ

スク妊産婦を予測しうると考えられる年齢、妊娠が

分かった時の気持ち、精神疾患の既往、発達障害傾

向、経済状況、生活環境の安定性、社会的サポート、

被虐歴、夫婦（パートナー）関係、婚姻状況、学歴

を調査した。そして出産時に妊産婦健診の受診回数

を調査した。 

 

各項目の根拠は以下である。 

 

①母体年齢 

１０代以下の若年妊娠が虐待および産後うつのリ

スク要因であることは広く知られているが、２０代前

半も揺さぶりなど乳児虐待のリスクが高いことがわ

かっている(1)。そこで、２０歳未満を２点、２０−２４

歳を１点、２５歳以上を０点とした。 

また、経験的には高齢出産もリスクが高いと感じる

方もいるが、これまでのところそれをきちんと示すエ

ビデンスはないため、ここではリスクとしなかった。

今後、この研究でその可能性を検証するために年齢の

記入もお願いした。 

 

②妊娠がわかった時の気持ち 

妊娠がわかった時の気持ちについては、愛知県がそ

の質問の仕方を全県で統一し、３ヶ月健診等のアウト

カムとの関連を前向き縦断調査で明らかにしている

(2)。それによると、「予想外で戸惑った」、「困った」、

「なんとも思わない」と妊娠時に答えている場合は乳

児虐待のリスクが高く、「予想外だが嬉しかった」はそ

れに続くリスクであることがわかっている。したがっ

て、前者を２点、後者を１点、「嬉しかった」を０点と

した。 

 

③精神疾患の既往 

妊婦に精神疾患の既往がある場合、虐待や産後うつ

などのリスクが高いことは多くの論文で報告されて

いる(3-7)。どのような精神疾患か（うつ病、薬物乱用

等）でリスクの度合いも異なる可能性があるため(4)、

精神疾患の病名についても記入していただいた。また、

通院中の精神疾患と過去の（治癒した）精神疾患では

自殺リスクが異なること(8)から、通院中の精神疾患を

２点、過去の精神疾患を１点、なしを０点とした。 

 

④対人関係のトラブル（発達障害、人格障害の有無） 

発達障害、人格障害が虐待のリスク要因であること

が報告されている(9)。しかし、その既往を本人に直接

聞くことは難しいため、ここでは「対人関係のトラブ

ル」の経験を聞くことで、それがよくある場合には２

点、時々ある場合には１点、ほとんどない場合には０

点として発達障害、人格障害の有無をアセスメントし

た。 

 

⑤経済状況 

経済状況が虐待や事故、発育不良、産後うつの要因

であることは多くの文献で報告されている(10-13)。主

観的な経済状況の報告の場合、実際の年収以外にメン

タルヘルスなどが影響するが、その場合でも虐待や産

後うつに影響することが分かっている(1)。そこで、経

済的なゆとりが「ほとんどない」を２点、「あまりない」

を１点、「ゆとりがある」を０点とした。 

 

⑥一定しない生活の場所 

妊婦の生活の場所が一定でないことが DV のリス

ク要因であることが報告されている(14)。ここでは大

まかに、「よく変わる」を２点、「ときどき変わる」を

１点、「一定している」を０点とした。ちなみに、里帰

りは一定しない生活の場所には含まなかった。その理

由として、里帰りの有無と虐待との関係は統計的には

有意ではないことが報告されていることが挙げられ

る(2)。 

⑦相談相手の有無 

相談相手がいないことが虐待や産後うつのリスク

要因であることは多くの論文で報告されている(1, 15, 
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16)。妊婦において全くいない場合は夫またはパート

ナーにも相談できない、あるいは相談できる友人がい

ないということで、そのリスクは非常に高いことから

「全くいない」を２点、「一人いる」を１点、「何人か

いる」を０点とした。ちなみに、「本当に困っていると

きに」という条件をつけないと相談できる人がいる、

とほとんどの妊婦が答えてしまうためにこの言葉を

いれている。 

 

⑧親との関係（被虐待歴の有無） 

虐待の連鎖、つまり被虐待歴がある場合に子どもを

虐待しやすいこと、そして被虐待歴がある場合に精神

疾患を起こしやすいことは多くの文献が示しており

(17)、日本からもいくつか報告がある(18, 19)。しかし

ながら被虐待歴を直接聞くことは難しいため、被虐待

歴は親子関係の不全と考えられることから「親との関

係性」を聞くことで被虐待歴を推察できると考えた。

つまり、「全く満足していない」を２点、「あまり満足

していない」を１点、「満足している」を０点とした。 

 

⑨パートナーとのケンカ（DVの有無） 

夫・パートナーからのDVが虐待および産後うつと

関連していることが日本のデータから確認されてい

る(20, 21)。DVにも身体的なもの、心理的なもの、経

済的なものなど様々あるが、身体的なDVは発生率が

低いため、心理的なDVを把握するほうがよいと考え、

パートナーとのケンカの頻度でDVを評価することと

した。支配関係にある経済的DVは自覚していない場

合もあり、ここでは評価しなかった。「よくする」を２

点、「ときどきする」を１点、「しない」を０点とした。 

 

⑩パートナーとの婚姻状況（とくに再婚） 

婚姻状況が未婚、または離婚している場合（つまり

シングルマザーの場合）には虐待のリスクが高いこと

が報告されている(1)。特に母親または父親に連れ子が

おりパートナーと再婚している場合にはそのリスク

が高いと知られている(22)。また、妊娠時に結婚して

いないがその予定である、ということは予定外の妊娠

であることを示唆し、その場合の虐待リスクも高いと

考えられる。そこで、未婚および再婚（連れ子あり）

を２点、結婚予定を１点、既婚を０点とした。なお、

連れ子のない再婚は既婚とした。また、母親の恋人が

おり結婚の予定がない場合には未婚とした。 

 

 

⑪学歴 

知的障害が虐待等の不適切な養育のリスク要因で

あることが知られている(23)が、その状況も含めて低

学歴は不適切な養育のリスクであることは日本の代

表サンプルを用いた研究からも確認されている(24)。

そして日本の状況から中卒を２点、高校中退を１点、

高校卒業以上を0点とした。 

 

⑫妊婦健診の未受診 

未受診妊婦が虐待につながりやすいことは多くの文

献で報告されている(25, 26)。ここでは、大阪産婦人科

医会のガイドライン(27)にしたがい、全くの未受診お

よび１−３回の受診を２点、４回以上ではあるが全て

ではない場合に１点、毎回受診している場合に０点と

した。なお、この項目は初診時にはわからないため、

分娩時にのみアセスメントする項目とした。 

 

そして産後１か月健診において、産後うつを EPDS

（産後うつエジンバラ尺度）により評価した。先行研

究に従い、8/9点をカットオフとした(28)。また、ボン

ディング障害についてボンディング尺度により評価

した。先行研究に従い、4/5点をカットオフとした(29)。

これらのいずれか一つでも該当する場合に社会的ハ

イリスク妊産婦とした。そして、各項目と社会的ハイ

リスク妊産婦との関連を多重ロジスティック回帰分

析によって解析した。 

 

２）妊婦アプリ「Babyプラス」の利用者での調査 

Baby プラスは無料アプリであり、登録情報は、妊娠

中の女性の妊婦健診先もしくは分娩先病院および分

娩予定日のみである。ハーゼストから授受されるデー

タはアンケート内容のみである。まず妊娠中に、社会

的ハイリスクに関するインターネット調査（「妊娠時

アンケート」）を実施した。さらに、産後１ヶ月時に産

後うつ、ボンディング障害、虐待に関するインターネ

ット調査（「産後１ヶ月時アンケート」）を実施し、そ

れらのデータを突合することによって、妊娠期に把握

した社会的ハイリスク項目と産後うつ・ボンディング

障害との関連を検討した。令和2年11月18日―令和

3年１月31日に実施した。アプリ登録者は、個別の識

別番号で管理されており、2 回のアンケートに返答し

た対象は、本人が記載したメールアドレスによって突

合した。 

 

（倫理面への配慮） 

１） 産科医療機関調査 

大阪母子医療センターの倫理委員会にて承認を受け

実施した(承認番号1125)。 

大阪母子医療センターで倫理審査終了後、各府県での

基幹施設の倫理審査を併せて行った（香川県承認番号

H30-38、大分県:承認番号 30-70、宮城県承認番号

2018-4-108)。 

２）アプリ調査 
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大阪母子医療センターの倫理委員会にて承認を受

け実施した(承認番号1263)。 

アプリ内に、以下のプライバシーポリシーを記載した。 

 

〔個人情報保護に関する基本方針〕 

① 個人情報の収集は、本研究が行う事業の範囲内で

利用目的を明確に定め、その目的達成に必要な限

度においてのみ、適法かつ公正な手段で行います。 

② 個人情報の利用は、本人の同意が得られた利用目

的 の範囲内で行います。また、本人の同意がな

い限り第三者には提供致しません。 

③ 取得した個人情報は管理責任者を定め、不正アク

セス、改ざん、破壊、漏洩、紛失等のリスクに対

して、合理的な安全対策を講じます。 

④ 本研究が業務を外部へ委託する際には、個人情報

保護が損なわれることのないよう、必要かつ適切

な管理を講じます。 

⑤ 本人より個人情報について開示、訂正、削除を求

められた場合は、原則として合理的な期間内に速

やかに対応します。 

 

さらに、個人情報にあたる、メールアドレスと児の誕

生日について以下の情報を記載した。 

・2回のアンケートの照合のために使用するメールア   

ドレスおよび児の誕生日については、2回のアンケ  

ートの照合が終わり次第速やかに消去します。 

・かつ、妊娠期、産後のアンケートの突合のために記 

載するメールアドレスと、児の誕生日は、ハーゼス 

トでデータ収集し、2つのアンケートを突合したの 

ち、メールアドレスはデータから削除し、さらに児 

の誕生日と分娩予定日から分娩週数を割り出した 

のち、児の誕生日をデータから削除して、研究代表 

者に引き渡す。本研究で得られるすべての情報を研 

究代表者に引き渡した時点で、ハーゼストにおいて 

もメールアドレス、児の誕生日についての情報は消 

去する。個人情報を除いたデータは、研究終了報告 

日から5年又は研究結果の最終公表日から3年又は 

研究成果発表後10年のいずれか遅い日まで保管し 

適切に廃棄する。 

 

アンケートは任意であり、以下の同意欄に同意した 

場合のみアンケートのページが展開されるように 

設定した。 

□ このアンケートは、妊娠中のさまざまな因子と 

産後うつや児への虐待の関連について調べるための

ものです。この研究は、厚生労働省科学研究費   

「社会的ハイリスク妊婦の把握と切れ目のない支援

のための保健・医療連携システム構築に関する研究

（30040301）」の一環として行うものです。    

インターネット上のアンケートに答える形式であり、

個人が 特定されることはありません。アンケートに

同意される方は、以下をクリックしてください。 

 

  □アンケート調査への参加に同意する。 

 

Ｃ．研究結果 

１）産科医療機関調査 

追跡可能であったのは大阪府(N=1,877)、宮城県

(N=1,067)、香川県(N=190)、大分県(N=2,638)で、

全体で5,772名（追跡率：73.0%）であった。 

産後うつは471名（8.2%）、ボンディング障害は

428名(7.4%)で、いずれかを有する社会的ハイリス

ク妊産婦は744名（12.9%）であった(表1)｡ 

 

表１ 府県ごとの産後うつ疑い・ボンディング障害

疑いの割合 

  

N 

産後うつ 

疑い 

(9点以上) 

ボンディング

障害疑い 

(5点以上) 

全 体 5,772 471 (8.2%) 428 (7.4%) 

大阪府 1,877 145 (7.7%) 174 (9.3%) 

宮城県 1,067 63 (5.9%) 46 (4.3%) 

香川県 190 13 (6.8%) 8 (4.2%) 

大分県 2,638 250 (9.5%) 200 (7.6%) 

 

多変量ロジスティック回帰分析の結果、妊娠が

分かった時の気持ち、精神疾患の既往、発達障害傾

向、経済状況、生活環境の安定性、社会的サポート、

被虐歴、夫婦（パートナー）関係で有意な関連が認

められた。母体年齢、婚姻状況、学歴、妊婦健診の

回数は関連がなかった。 

有意であったもので、さらにオッズ比による重

み付けを行ったところ、AUC=0.63で社会的ハイリ

スク妊産婦を予測するモデルを構築することがで

きた。 
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図 社会的ハイリスク妊産婦の予測モデルに  

関するROC曲線 

 

この尺度をSocial Impact for Mother (SLIM) スコ

アとし、SLIMスコアを低群（5点以下, 88.5%）、   

中群（6-9点, 9.0%）、高群（10点以上, 2.6%）とし、

社会的ハイリスク群に関するオッズ比を算出する

と、中群で2.88 (95%信頼区間：2.32-3.59) 、高群

で 5.61 (95％信頼区間：3.99-7.88)であり、有意に 

予測することが確認された。 

この関連については、各県に層別化して確認したと

ころ、概ね同様の結果であった(表2)｡ 

 

表２ SLIM スコアによる社会的ハイリスク  

妊産婦の予測 

 

また、周産期センターと一般の産科病院とで層別化

しても、同様の結果であった（表3）。 

 

 

 

表 3 施設別の SLIM スコアによる社会的    

ハイリスク妊産婦の予測 

  周産期センター 一般産科 

N=1,895 N=3,814 

オッズ比 

 (95%信頼区間) 

オッズ比 

 (95%信頼区間) 

SLIM低群：

0〜5点 
Ref Ref 

SLIM中群：

6〜9点 

2.12 

(1.46 - 3.07) 

3.41 

(2.60 - 4.47) 

SLIM高群：

10点以上 

6.67 

(4.12 - 10.81) 

4.32 

(2.62 - 7.10) 

 

この調査から、産科医療機関でSLIMスコアを活用

することで、妊娠初期から社会的ハイリスク妊産婦

を把握できることが示唆された。 

 

２）アプリ調査 

SLIM 尺度における各アセスメント項目が社会的

ハイリスク妊産婦を予測するかについて、アプリ調

査（Baby プラス）と産科医療機関調査（4 府県全

体）の結果を表４に示す。 

その結果、以下のように、アプリ調査においても産

科医療機関調査とほぼ同様の結果となった。産科医

療機関調査と結果が異なっていた点として、アプリ

調査では母体年齢で有意な関係が確認された｡ 

 

表４  Baby プラスおよび 4 府県調査における   

各アセスメント項目と社会的リスク妊産婦の   

点数配分を使用した予測 

 

 オッズ比 (95%信頼区間) 

項目 Babyプラス 4府県全体 

1. 母体年齢 

0点：25歳以上 Ref Ref 

1点：20-24歳 
2.41 

(1.15-5.04) 

1.01 

(0.77-1.31) 

2点：19歳以下 
1.20 

(0.11-13.37) 

0.40 

(0.12-1.27) 

2. 妊娠がわかった時の気持ち 

0点：うれしかった Ref Ref 

1 点：予想外だが  

うれしかった 

1.40 

(0.90-2.17) 

1.31 

(1.10-1.56) 

2点：予想外で   2.25 2.37 

  

  
オッズ比 (95%信頼区間) 

全体 大阪府 宮城県 香川県 大分県 

SLIM

低群： 

0～ 5  

点 

Ref Ref Ref Ref Ref 

SLIM

中群： 

6～ 9

点 

2.88 2.47 4.22 3.10 2.83 

(2.32-

3.59) 

(1.63-

3.77) 

(2.48-

7.20) 

(0.77-

12.42) 

(2.09-

3.82) 

SLIM

高群： 

10 点 

以上 

5.61 11.27 1.97 5.68 5.05 

(3.99-

7.88) 

(6.18-

20.57) 

(0.67-

5.80) 

(0.48-

66.59) 

(3.02-

8.43) 
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戸惑った、困った、  

なんとも思わない 

(1.28-3.97) (1.66-3.36) 

3. 精神疾患既往 

0点：ない Ref Ref 

1点：以前あった 
2.45 

(1.40-4.29) 

2.49 

(1.85-3.35) 

2点：現在、通院中 
7.02 

(1.84-26.85) 

3.91 

(2.39-6.40) 

4. 対人関係トラブル  

0点：ほとんどない Ref Ref 

1点：ときどきある 
3.86 

(2.58-5.77) 

3.74 

(3.02-4.62) 

2点：よくある 
1.36 

(0.26-7.11) 

3.57 

(1.54-8.24) 

5. 経済的ゆとり 

0点：ある Ref Ref 

1点：あまりない 
1.67 

(1.14-2.44) 

1.49 

(1.27-1.75) 

2点：ほとんどない 
3.92 

(1.96-7.85) 

2.46 

(1.71-3.52) 

6. 生活の場所 

0点：変わらない Ref Ref 

1点：ときどき変わる 
2.26 

(1.21-4.21) 

1.89 

(1.45-2.47) 

2点：よく変わる 
2.48 

(0.49-12.41) 

0.95 

(0.33-2.70) 

 

 オッズ比 (95%信頼区間) 

項目 Babyプラス 4府県全体 

7. 本当に困った時に相談できる人 

0点：何人かいる Ref Ref 

1点：１人いる 
2.18 

(1.30-3.65) 

2.96 

(2.19-4.01) 

2点：１人もいな

い 

5.34 

(1.79-15.91) 

4.01 

(1.34-12.01) 

8. 親との関係 

0点：満足してい

る 
Ref Ref 

1 点：あまり    

満足していない 

2.28 

(1.42-3.66) 

2.48 

(1.90-3.25) 

2 点：まったく   

満足していない 

1.68 

(0.74-3.80) 

2.26 

(1.28-3.99) 

9. パートナーとのケンカ 

0点：しない Ref Ref 

1点：ときどきす

る 

1.66 

(1.14-2.41) 

1.18 

(1.02-1.38) 

2点：よくする 
5.62 

(2.38-13.30) 

2.71 

(1.85-3.96) 

 

母体年齢による違いは、若年齢では産科医療機関で

特に介入が始まっている可能性があること、そして、

アプリ調査サンプルでも 10 代の妊婦は行政の介入

が始まっている可能性があると考えられ、リスク因

子として採用することが望ましいと考えた。妊婦健

診時に社会的要因をアセスメントし、母体年齢も含

めた暫定的な SLIM 尺度を用いることが推奨され

る。 
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